
  

第2部    各 論
3   労働時間と労働災害
(1)   労働時間
1)   年間の推移

39年の労働時間を調査産業計の動きでみると,総実労働時間は195.7時間と前年の196.6時間に対し0.3％の
減少となり,減少の程度は36～38年に比べやや小さかったが,36年以来の減少傾向がつづいた。この減少は
所定内労働時間の減少によるもので,39年には前年比0.4％の減少となった。一方所定外労働時間は18.6時
間と1.2％の増加を示した(第3-1図参照)。

このような動きは製造業についても同様で,その総実労働時間は対前年比0.4％減と37年の2.7％減,38年の
0.8％減につづき減少している。所定内,外別にみると,所定内労働時間は36年以降減少傾向にあり,39年に
おいても前年と同程度の0.7％の減少を示し,これにはあとでもふれるように最近労働時間の短縮や休日増
加などの動きがある程度進んでいることが反映されている。一方,所定外労働時間は年平均では2.2％増と
なっている。

所定外労働時間の年間の動きを製造業についてみると,年初に若干の増加がみられたほかは9月頃までおお
むね同水準で推移し,その後景気調整の影響が浸透したことを背景に減少に転じた。このため上・下期別
に前年同期比をみると,上期の8.3％増に対し,下期には3.4％減にかわっている。これまでの景気調整期に
は,金融引締めがおこなわれるとまもなく所定外労働時間の減少が生じていたが,39年はこれまでとかなり
異なり秋頃からやや減少が強まっているがその程度は小さい。33年当時では32年第1四半期から33年第2
四半期にかけては約18％減となっており,また37年では金融引締め当時の36年第4四半期から37年第4四半
期にかけては約24％減であったのに対し,今回は40年第1四半期の水準は39年第1四半期に比べ12％弱の減
少にとどまっている。これは既述のように39年には金融引締め後も生産活動が根強い拡大をつづけ,なか
でも所定外労働時間の水準が相対的に高い鉄鋼,非鉄金属,輸送用機器などの重工業関係で生産の根強い上
昇がつづいたこと,38年の好況期にも34年当時とちがって所定外労働時間の増加が比較的小さく,その水準
が低かったこと,などが影響していると思われる。

第3-1図 労働時間の推移
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第2部    各 論
3   労働時間と労働災害
(1)   労働時間
2)   産業別の動向

総実労働時間の動きを産業大分類別に見ると,鉱業が所定外労働時間の大幅な増加により対前年比2.3％増,
また卸売小売業が0.4％の微増となったほか,各産業とも36年以降の減少傾向がつづいた。なかでも金融保
険業は1.1％減と引き続きかなり大幅な減少を示している。

所定外労働時間では,鉱業が年初から増加し,年平均では12.4％と大幅な増加となった。その他の産業では
運輸通信業(2.4％増),建設業(0.9％増)でそれぞれ前年より増加した。一方,金融保険業(5.5％減),電気ガス
水道業(4.2％減),卸売小売業(4.0％減)など第3次産業では前年に引き続き減少がみられた(第3-1表)。

つぎに製造業中分類別の動きをみると,総実労働時間は食料品,繊維,衣服,出版印刷,化学,機械,電気機器など
の産業で前年につづき減少した。

一方,鉄鋼,非鉄金属,輸送用機器など主として金属機械産業の一部では,前年は減少したが39年には増加に
転じている。これらの増加はもっぱら所定外労働時間の増加によるもので,所定内労働時間については各
産業とも引き続き減少をみせている。

第3-1表 産業大分類別労働時間の対前年同期増減率
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所定外労働時間は前年に続き鉄鋼8.2％増,非鉄金属8.1％増,輸送用機器8.9％増など重工業関係での伸びが
大きかった。しかし,これらの産業でも秋頃からの生産の停滞傾向を反映して下期はおおむね減少を示し
ている。その他の産業では増加の程度はあまり大きくはなく,とくに繊維9.8％減,食料品4.8％減,出版印刷
3.6％減と軽工業関係では前年につづき減少したのが目立っている(第3-2表)。

第3-2表 製造業主要中分類別労働時間数の対前年同期増減率
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第2部    各 論
3   労働時間と労働災害
(1)   労働時間
3)   規模別の動向

規模別労働時間の動きを製造業についてみると,39年には所定外労働時間の減少が中小規模で大きく,また
所定内労働時間も中小規模で減少がみられたため,総実労働時間では中小規模で減少が目立った。規模別
の総実労働時間の対前年比をみると,規模500人以上では062％増とやや増加したが,30～99人規模では
1.2％の減少となっている。

このような労働時間の動きをまず所定外労働時間でみると,過去の景気調整期には規模500人以上の大規
模事業所で大幅に減少する傾向があったが,今回は金融引締め後もあまり大きな減少をみせず,大規模事業
所では年平均で対前年比7.3％増となっている。しかし,30～99人の小規模事業所では前年比4.9％減と,前
回の景気調整期の37年の16.5％減に比べれば所定外労働時間の水準そのものが低いこともあり減少幅は
小さいが,従来の景気調整期とほぼ同様に減少を示した(第3-2図)。これを産業別にみると,37年には重化学
工業関係の諸産業が景気調整の影響を強く受けて減少が大きかったのに対し,今回はこれらの部門では前
年を上回る動きにあったこと,一方食料品,衣服,出版印刷など軽工業部門での減少が前年に続き大きかった
ことに対応している。

所定内労働時間は36年以降各規模とも減少しているが,そのうち中小規模では最近の労働市場の基調変化
等により雇用対策の一貫として所定内労働時間を短縮する動きもみられ,39年にも前年と大差ない減少を
続けている。大規模事業所でも引き続き減少傾向がみられたが,38年に比べるとその程度が小さかった。

第3-2図 規模別にみた所定外労働時間の推移
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なお,総実労働時間は一般的に小規模ほど長いが,36年以降各規模とも減少がみられる。ただ37,38年には
大規模での減少がやや大きかったため総実労働時間の規模別格差はやや拡大したが,39年には中小規模で
は所定外労働時間を中心に減少が大きかったため規模別格差ばかなり縮小を示した(第3-3表)。

第3-3表 事業所規模別労働時間数および出勤日数格差
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3   労働時間と労働災害
(1)   労働時間
4)   労働時間短縮の動き

最近,技術革新や労働組合の時間短縮要求の影響,あるいは中小企業における求人難対策としての労働条件
の改善の一つなどとして,労働時間短縮の動きが進んでいる。

これを労政局の資料によってみると,まず所定内労働時間の短縮を要求した労働組合の数は,36年の305組
合,38年の1,010組合から,39年には1,210組合に増加している。その要求のいわば成果率一要求組合数から
未解決組合数を差引いた数によってなんらかの形で要求を獲得したものの数を除したものーをみると,38
年には約45％であったのが39年には66％と高まり,労働時間の短縮が進んでいることをあらわしている。

その39年の状況についてみると,解決組合数800件のうちなんらかの短縮を実現した組合の数は529件,規
模別には100人未満が176組合(全体の33.2％),100～299人が167組合(同31.6)で,全体の約65％が300人未
満の規模で占められている。また,これを短縮前の1日当り所定内労働時間の分布でみると,8時間のものが
294組合と半数以上を占めており,労働時間短縮が比較的労働時間が長い中小企業を中心として行なわれ
ていることを示している。

また,労働時間短縮の方法として最近週休日の増加という形がかなり目立ってきているが,労働基準局が行
なった調査によると,39年中に週休2日制を実施した企業は150件で,38年までの72件を大幅に上回ってい
る(第3-4表)。

週休2日制を採用している企業についてその形態をみると,「完全週休2日制」57件に対し,「隔週週休2日
制」80件,「月一回または4週一回週休2日制」39件,「月2回週休2日制」26件となっており,完全週休2日
制を採用する企業の約25％に比べ変則的週休2日制を採用するものの割合が高い。ことに39年には週休2
日制を採用した150件中「完全週休2日制」を採用した企業は16件にすぎない。

第3-4表 週休2日制等採用企業数
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これを規模別にみると,39年に実施された150件中,規模1,000人以上が53件,100～999人が61件,100人未満
36件となっている。しかし,1,000人以上では「月一回又は4週1回週休2日制」が53件のうち21件となつて
いるのに対し,100～999人では「隔週週休2日制」が61件のうち29件,「完全週休2日制」が8件,100人未満
の規模でもそれぞれ36件のうち18件,6件となつていて,中小規模では「隔週週休2日制」,「週休2日制」を
採用する企業が大企業に比べてやや多い。

第3-5表 規模別にみた夏季休暇実施事業所の推移

なおこのような週休日増加の動きとならんで,最近特別休日の増加―主に夏季休暇制度を採用する企業が
ふえ,注目されている。関東経営者協会の調査によってみると,金融保険業,商事サービス業などでは,すで
に30年以来夏季休暇制度を実施している企業が多数みうけられるが,製造業では37年以降鉄鋼,電気機器,
一般機械などで実施されている例が多くなっており,規模別には最近は中小企業での実施が高まってきて
いる。また,休暇日数別にみると,3日間が最も多く(36.1％),ついで4日間(18.7％),2日間(17.4％)の順になっ
ている。なお,休暇編成の方法では年次有給休暇の計画的消化(44.5％),日曜日をあてるもの(51.1％),休日
の振替(37.4％)とならんで休日増加によつて行なっているものも44.5％を示している。
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第2部    各 論
3   労働時間と労働災害
(2)   労働災害
1)   労働災害の現況

39年には,景気調整の雇用,労働時間への影響は比較的軽微で,労働の繁忙度がとくに大きく減ったとは思わ
れないが,労働災害は前年につづき減少傾向を示した。

労働災害の内容は,39年6月川崎市において発生した石油化学製品の爆発事故,同7月に発生した東京都品川
区の物品保管倉庫火災時における危険物爆発事故等の重大災害から軽微な怪我によるいわゆる不休災害
に至るまで,その規模,熊様はさまざまであるが,そのうち休業1日以上の死傷者数は,39年1年間だけでも約
73万人(うち死亡約6200人)と推定され,1労働日当り2400人余りが死傷災害をこうむり,うち約20人が死亡
するという状況にある。

39年におけるこれら災害の発生状況を頻度の面からみると,「労働者死傷月報」による全産業・休業8日
以上の死傷者数は,前年比で11,989人(2.7％)減と,38年の25,579人(5.5％)減に及ばなかつたが,37年以降の
減少傾向を持続した。これは,運輸事業と「その他」で前年に引き続き増加をみせ,製造工業で微増したほ
かは,鉱業,貨物取扱事業での前年を上回る減少を筆頭に,それ以外のいずれの産業(労働者死傷月報の大分
類)でも減少がみられたことによるものである(第3-6表)。ただし,貨物取扱事業のうち減少が大きかったの
は陸上貨物取扱業であつて,港湾荷役業においては,前年の12,537人から13,347人へとかえって顕著な増加
を示しており注意を要する。

また,「毎月労働災害統計調査」(「毎災」)によって規模100人以上の事業所における休業1日以上の災害
の度数率(全労働者の延労働時間100万時間当りの災害発生件数)をみても,前年の13.76に対し,39年は
13.45と2.3％の低下を示した。

第3-6表 産業別死傷災害人数の推移
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一方,度数率の変化について34年以降における長期的な動きをみると,災害件数が絶対減に転じた37年およ
び38年における低下の度合に比して,39年には低下の度合は鈍化している。つぎに「毎災」によって規模
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100人以上の事業所における災害の発生を質的な面からみると強度率(全労働者の延労働時間1,000時間当
りの労働損失日数)は,前年の炭坑災害の発生その他による増大の動きとは逆に,1.54から1.25へと低下
し,37年以前における年年の低下傾向に戻った。同様に,被災労働者1人当りの労働損失日数も,前年の
112.2日から93.0日へと低下した。ただ,これは主として死亡災害が前年に比べて3割近い減少となったこ
とが大きく響いているとみられ,死亡以外の負傷については,若干異なった動きがみられる。すなわち,休業
1～7日の負傷者数が前年に比べてかなり減少しているのとは対照的に,休業8日以上から永久全労働不能
に至る重傷者数が増加し(第3-7表),また労働基準局調べによる重大災害(一時に3人以上の死傷者を伴った
災害)についてみても,事故件数(38年283件,39年261件)や死亡者数(88年370人,39年287人)の減少にもかか
わらず,負傷者数は,前年の1,168人から1,339人へと増加している。

なお,労働災害の発生原因を「労働者死傷年報」により製造業の例についてみると,まず休業8日以上の負
傷者数のうち取扱運搬災害等の作業行動災害が54.6％と過半数を占めていることに変りはないが,年年の
推移としては,作業の動力機械化の進展,自動車交通量の増大等により動力運転災害が増加している(第3-8
表)。このような災害原因の変化は,先にみた重傷者数の増加傾向と無関係ではないであろう。

第3-7表 災害程度別被災者数,度数率,強度率および1人当り労働損失日数の推移
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次に製造業における死亡災害についてその原因をみると,動力運転災害,特殊危険災害の比重が高いことが,
負傷災害の場合と比べて著しい特徴である。とりわけ前者のうちでは動力運搬機災害(27.9％),一般動力機
災害(11.1％)等,後者のうちでは電気災害(7.6％)等の構成比が高い。また作業行動災害であつても墜落災
害(12.8％)などは死亡の原因になりやすいものとして注目される(第3-8表)。

第3-8表 死亡および負傷の原因別構成比の推移

昭和39年 労働経済の分析



なお,動力運搬機災害のなかでも自動車等の無軌道動力運搬機災害の割合が28年当時13.6％であつたの
が,38年23.3％,39年24.2％と近年著しい高まりを示しているのが注目されている。

また,労働衛生の現況を「業務上疾病及び食中毒報告」による業務上疾病の発生状況についてみると,先に
みた死傷者数が37年以降減少傾向にあるのとは対照的に,年によって一進一退はあるものの,長期的には疾
病は微増の傾向にあり,39年には20,028件と,前年と比べて0.9％の増加となった。ただし,業務上疾病の発
生件数を労働者総数と対比した発生率は年年減少する傾向にあり,39年においてもわずかながら前年を下
回った(第3-9表)。

第3-9表 業務上疾病の発生状況
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これを疾病別にみると,負傷等の物理的原因による疾病が前年の17,345件に対し18,335件と5.7％の増加を
示したのに対し,各種中毒等化学的原因による疾病は前年の1,704件から1,198件に3割弱の減少となった。
物理的原因によるもののなかでは,発生件数順に,負傷に起因する災害5,819件(対前年10.1％増),熱傷,凍傷
(第2度以上)5,347件(同14.3％増),高熱・ガス・光線等による眼の疾患3,736件(同2.6％減),重激業務による
運動器の疾患2,682件(同12.6％増),じん肺症454件(34.1％減)となっている。以上5種類の疾病は業務上疾
病総数の90.2％を占め,前年と比べても5ポイントの構成比増を示した。一方,化学的原因による疾病のな
かでは,油・タール等による皮ふ疾患356件(対前年70％減),酸・アルカリ等による腐蝕312件(同3.3％増)が
多い。前年において三井三池の炭鉱災害により668件に激増した一酸化炭素中毒等は136件に減少した。
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3   労働時間と労働災害
(2)   労働災害
2)   産業別規模別の動向
(イ)   頻度と強度からみた災害の様相

災害の発生状況は,産業や事業所の規模によって,さまざまな様相を示しており,比較的小さな災害が多発し
ている分野もあれば,頻度は少ないが個個の災害の強度は大きい分野もある。このことは,災害の発生が各
産業分野における設備,技術,作業等の態様と密接な関連を有することを物語っている。まず,度数率および
1人当り損失日数の双方を組み合わせた産業別格差とそのやや長期的な推移をみると(第3-3図),相対的な
意味で頻度も強度も小さかった産業(図上で左下方に位置する。)のほかに,1)災害が多発しかつ個個の強
度も大きかった産業(図上で右上方に位置する。),2)個個の強度は比較的小さかったけれども災害が多発し
た産業(図上で右下方に位置する。),3)災害の頻度は比較的小さかったけれども個個の強度は大きかった産
業(図上で左上方に位置する。)が認められる。

39年にあける各産業の位置をみると,石炭鉱業を含む鉱業での度数率がとびぬけて高いのを別として,家具,
金属製品が上記2)の災害多発グループに属し,同じくこのグループに属するサービス業のなか味(自動車修
理業,機械修理業,屑鉄処理業,清掃業)を考慮すると,中小企業性の産業に災害多発の傾向がみられる。これ
に対して,電気ガス水道業や鉄鋼に代表される大企業性の装備率の高い産業はおおむね上記3)のグループ
に属し,災害のタイプがいわば重篤であったといえよう。また,危険作業の多い建設業や林業,木材などは上
記1)のグループに属し,災害が多発した上に重篤であったことを示している。反面,通信業や軽工業分野の
多くの産業では,頻度も強度も比較的小さかったといえよう。ただ,これを33年から39年へかけてのやや長
期的な動きとしてみると,建設業や製造業内部の多くの産業で,災害の頻度は低下しているが,個々の強度は
増大し,いわば災害が全般的に重篤化する傾向にちることは注目に値いしよう。

第3-3図 度数率および1人当り損失日数の産業別格差と推移
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つぎに,全体として頻度は減少傾向にありながら,強度の増大を示した製造業の各産業について,1000人以
上の大規模事業所と100～199人の小規模事業所に分けてその動きをみると(第3-4図),まず一見して,大規
模事業事業所では多くの産業で災害が重篤なダイプを示し,逆に小規模事業所では多くの産業で災害が多
発するクイプを示しているが,これを33年から39年への動きとしてみると,いずれの規模でも災害が重篤化
する傾向にあるものがかなりある。すなわち,石油・石炭製品,鉄鋼,機械などでは,頻度については小規模
の多発傾向が依然目立つものの,強度については大,小両規模とも相当の増大を示している。また衣服,木
材,家具,ゴム,皮革,その他,といった中小企業の比重の高い諸産業では,小規模の災害強度が増大しており,逆
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に化学をはじめとして,パルプ・紙,非鉄金属,金属製品,電気機器,輸送用機器,精密機器といった大企業の比
重の高い諸産業では大規模の災害強度が増大し,災害重篤化の傾向がかなり広範囲の分野に及んでいるこ
とを物語っている。近年,たとえば石油化学コンビナート形成のかげに,災害が重大化する懸念が指摘され
ているが,技術革新,生産休制の変革が進展するにつれ,そのような懸念は必ずしも石油化学などの分野に限
られないといえよう。

上記のことを念頭において,39年の災害率の動きをやや細かく産業別,規模別にみてみよう。

第3-4図 度数率および1人当り損失日数の規模別産業別格差と推移
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第2部    各 論
3   労働時間と労働災害
(2)   労働災害
2)   産業別規模別の動向
(ロ)   産業別の動き

「毎災」の度数率を産業大分類別にみると,39年においては前年とやや違った動きをみせた。すなわち,前
年においてただ一つ増加を示した鉱業が112.16から100.48へ11.63ポイントとかなり大幅な低下となった
ほか,林業(3.11ポイント減),建設業(0.37ポイント減),運輸通信業(0.05ポイント減)などの産業で低下傾向を
持続した。これに対し,サービス業(2.23ポイン1,増)でやや顕著な増加となったほか,製造業(0.21ポイント
増),電気ガス水道業(0.04ポイント増)が年年の低下傾向から反転して上昇を示した(第3-10表)。度数率が
若干増加に転じた製造業について産業中分類別にみると,製造業のなかでは木材,金属製品が順調な低下傾
向を持続したほか,たばこ,パルプ・紙,出版印刷,非鉄金属,電気機器で低下を示した。しかし概して前年よ
りも低下の度合は鈍化している。これに対して,皮革,家具,食料品で約1ポイント以上の増加を示したほか
概して中小企業性の多くの産業でわずかながら増加している(巻末付属統計表第47表参照)。

第3-10表 産業別労働災害度数率の推移

一方災業の強度の動きをみると,産業大分類別には,林業,鉱業で度数率の低下と相伴って強度率,1件当り損
失日数ともに低下したほか重篤な災害の起りやすい電気ガス水道業でも度数率の微増にもかかわらず,災
害の強度(強度率および1人当り損失日数)は,わずかながら低下を示した。またサービス業(修理業等)では
強度率が高まりをみせたが,これは災害件数の増加を反映したもので,1人当り損失日数はわずかながら減
少している。反面,ここ数年低下傾向をみせていた建設業,製造業,運輸通信業では反転上昇した(第3-11
表)。なかでも,運輸通信業において,度数率が低下を持続しているにもかかわらず強度が増したのは,もっ
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ぱら運輸業における災害の強度の増大によるもので,同事業の死亡事故のうち6割近くが自動車事故等の無
軌道動力運搬機災害によって占められていることと考えあわせ注目に値いしよう。製造業を産業中分類
別にみると,衣服,木材,家具,出版印刷,皮革その他といった中小企業性産業で強度率,1人当り損失日数とも
に増大している。

また,鉄鋼,機械,電気機器,輸送用機器でも災害強度の増大がみられるが,これらの産業においても,概して中
小企業の方が強度の増大が著しい。

第3-11表 産業別労働災害強度率及び1人当り労働損失日数の推移
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第2部    各 論
3   労働時間と労働災害
(2)   労働災害
2)   産業別規模別の動向
(ハ)   規模別の動向

規模別に労働災害の発生の状況をみた場合,小規模事業所ほど災害頻度が高いことは,38年の分析において
も述べたところである。「労働者死傷月報」によって39年における死傷年千人率をみると,規模100人以
上では14.7であるのに対し,規模100人未満では29.1と2倍近い発生率を示している。しかしこれを推移と
してみると,38年を例外として,年年の低下の度合は100人未満の方が大きく,従って両者の格差は次第に縮
小してきている(第3-12表)。100人以上の各規模について,「毎災」による度数率をみても,規模が小さい
ほど度数率が高いという傾向に変りはない。ただ推移としてみた場合は,やや複雑な動きを示してい
る。39年における度数率の低下の度合は300～499人規模で最も大きく,次いで1000人以上がやや顕著な
低下を示したのに対し,200～299人および100～199人では若干増加した(第3-13表)。300～499人規模で
の度数率の低下が比較的大きかったのは,鉱業で前年の128.71から100.50へ著減したのをはじめ,林業(38
年24.05,39年17.96),建設業(38年21.20,39年17.47)等でかなりの低下を示したことによるものである。一
方製造業では,各規模とも増加しているが,とくに500～999人および100～199人の両規模の増加が著し
い。

第3-12表 調査産業における規模別死傷年千人率の推移

第3-13表 規模別度数率の推移
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第3-14表 規模別労働災害強度率の推移

つぎに「毎災」による強度率を規模別にみると,度数率の場合ほど顕著な差はないが,小規模事業所ほど強
度率が高く,また前年と比べると,調査産業計では300人以上の規模で概して低下を示しているのに対し
て,300人未満の規模では増加している。全体として強度率の増した製造業のなかでは,小規模事業所ほど
増加の度合が大きい(第3-14表)。ただ,強度率は災害件数が多い場合にも高い数値を示すので,個個の労働
災害の強さをあらわす1人当り労働損失日数婚みると,調査産業計では規模1,000人以上96.5,100～199人
96.O,製造業では1,000人以上148.2,100～199人71.3とかえって大規模事業所の方が個個の災害の強度は
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大きい(第3-15表)。

第3-15表 規模別被災労働者1人当り労働損失日数の推移

ただし,推移としてみた場合には,調査産業計の100～199人規模が前年の83.7日から96.0日へとかなりの増
大を示したことにもあらわれているように,小規模事業所における災害の強度が増大する傾向にあること
は注意を要する。
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